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農産物長期需給予測の方法

はしがき

水資料は．東南アジア諸国の主接出版物の長wm，，；給子
測を行なうために，その参考資料のー部としてアジア経

務研究所長期成長剥査室 CitJ）にて昨秋検討しにし M.

Goreux、“EconomicGrowth and Commodities Projc・ 
ctionsヘMonthlyBulletin of Agricultural Eco,z()mics 
and Statistics, Vol. 10, Nos. 718, July/August Ul61の

抄訳である。われわれは先，.こ.1!!1:産物；J，：給予測の方法とモ

デル合｛椛定寸るための参考資料のーっとして FAりのブ

ロジェクシ。ン， FA(),Agricultural Commodities Pro・ 

jeclians for 1.970, May 19GZの内告を検討したが，し

M. Goreux氏は同プυジェクションの代表立任者の一

人であり，現在も FAOのじhicfof Trends Studies 

and Raw M.1terials Brunchとして活断lしている。われ

われは両氏とはお簡を通じて，また昨年末同氏がFAりの

アジア・槻〕U地賎民産物長j館長給予測専J"！家会議 (196:3

年10月の予定〉の打ち合オフせのために来日した際に

は，何凶かの討論会を通じて活発な；芭；比交換セ行なって

きた（f}.2）。

本資料は紙面の制約上抄訳とし，）肉l住は若ー1：のもの以

外すべて省略し，また方程式の記号も使立上遮泊：市左換

えたものがある。なお，抄訴は本文のI～Eを長谷山誤

彦（農業費負会）， IV以下を大西l自（総体予別委員会〉が

それぞれ担当した。

（注 1) 長JUI成長測定E誌のフロジェグシ司ソと （＇F；足
蹴過の大型はl畏測依『アジア続前J（本品〉の第 3~
8吟 (1962年8月号）以降毎号・の所判官範に泌，l主されて
いる。その作業内容の詳細は向調査室の各陸楽部！”i別
番員会（総体予測， tl諜，工業.Yt仰のJ各委員会〉の
議事録および都内資料に収録されている。現行プロジ

ェクシ !1:.tの中間報告は本年9月に，またその故終報

告は米年4月に完成の予定である。

（注2) その内容は， :fi)l1!成長調査宮部内資料 No.
35, ！品業安民会問将 No.f3 「経済成長長－l~Ff-illlの方法
11ft』に$.）｛長Eされてし、る。

経済成長と商品予測

I 序論

1. 予測と政策決定

経済予測は三つのタイプの仮定にもとづいている。第

u土モデルに内生的な経済変数！日！の投術的・行動的関係
に関するもの－0，たとえば梢引の性質とか生産商数がそ

うである。部 2 はほ接行ili/J とはうけとられえない外~変

数fj(.Hこ関するもので，たとえば天候，世界政治情勢やl

l.'filの愉w刈要などである。鈴3は，保証価給水単や財政
金融政策というような政策決定に関連した手段的安数値

に！期するものである。経済的訪関係の性質や外生変数値

についての仮定がなされれば．チ測の告1；』P:を一連の政策

決定と結びつけることが理論土可能となる。つまり，政

策者f:J:，現作とられるべき政策決定の将来の成果を想定

することができょう。

2. 予測期間

予測では，短期（ 1 i［：.），中JPJ(5～l01f），長WJ(15～ 

25年）の｜天別がなされている。卸J切計聞はオランダの例

で説明される。つまり，その目的は，完全雇用，的措安

定，悶際収支などの…般的な政策方針をi白~しようとす

ることである。その方法は次j剖の予算mm¥Jに施行される
政策決定に代表される手段変数（instrumentalvariables) 

他を外生変数値におこった変化（たとえば， JJi；匙に及ぼ

す天候の膨替や世界市Ji}の状態〉と調整することにある

（これらの短期的調書をの問題は，本論文からはのぞくこ

ととする〉。

われわれの目的は，あるiUJ問，たとえば1960～70年の

予測を倹討寸ることにあるので，ある特定の年次におこ

るかもしれない変動は考慮しないこととする。したがっ

て，混乱をさけるために1960～70年の趨勢よりも1959-

61～1969ー71年の3年間平均値でとるほうがよい。
予測期間のi返さの選択は明らかにとられるべき決定の

佐賀によるものである。たとえば投資配分の問題では，

予測JUJ聞は投資の悦娃j切開によって決定される。経済の

総体的成長に凶する控訴す｜・聞の大部分は， 5～10年のjりl

聞をとっている。また5カ年号｜・5日が長期展望計i閣の枠内

で作成されている場合もある。前者は，各担型店の投資

に対する政府資金の郎分問題を合み， 1走者は， l両者に総

括的な’R’組みだけを与えるものである。
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3. 予測の方法

第1図に示されているように，一般に却l段階は人口

の予測，第2段階は調民総生産（GNP）と民間消伐の

予測， t#3段階は商品予測である。 Iil'ij品の最終日」~の

変化が人口と所何の成長に依存し，所得の成長は労働力

の予測に依存するというのが以上の段瑠的序列の論理で

ある。しかしこの方向にのみこの辿凶が存在するのでは

なしもっと弱いものであるが，巡の方向にもこの辿！＞！I

が存在する。たとえば，食制の最終加盟！のや110=1士山業生

産にh接持をおよぽすが， e是梁生産は国民総生産（GNP)
に影智をおよぽす。だから前者は後者のm~な成分とな

るのである。子llllの後の段階での~｛じが前段階における

仮定に作用するかもしれないので，以上の相互依存関係

を考・慮にいれると， l1lf方と後方への繰り返し法（su山 cs:;i・

ve approximation）による接近が必要となってくる。ニ

の接近が思副白書；tとならないように繰り返し法の逃混は

第1囲 拡・礎ifijn7r7!J』必予測段附の凶JW

技術的手段 ｜ 経済予測班数 ｜ 政蹴決定
人口
死亡，出生，移住率

給生産能力
貯者／所得比五ドと資本産山首i
比率
活動労働力，労働生産性
技術趨勢をもっ＝ップ・〆グ
ヲス函数

消費回数
最終財・サーピス別総側人前
設の人ロと所得成長，所f!}
i.J:il力性，趨勿などによる配
分
各回の目的用（ピスケッ I・ ＇ジ
ャムなど〉

産染問のi究係
2長舵商品（小夜，砂1弘司ミ＇.長な｜

ど） !J.r~ I 
生産酒放 J 

部門別資本と労働の配分，技｜
術改笹の趨勢，供給の1:mt11
弾力性，生産i1~ I 

国際貿易
世界市場の見通し，輸入の1h1
弘i~lj＼力性，＊命 tH入代替

． ，、 プ ン 7, 

家族in副，移住政能

!Iイ政・金融政償（fi金と利子中
を合む〉，外嗣扱助，教rr・；llli
ゑif政情，研究の促進

特妹栄持ill・阪， i1"lft止当官補助金，
l泌m，配給

rlf t.必政情

、， r.111”！別投nに・対ずる公共託金の
配分

柚Ill入政悦：｜刻1払畑出j，＼：，扮
ti¥ nil助金，為，昏νート

一一一一－－c－－；－← ft--I ~，r·－－弘一均衡 I m t; I労働制川｜所得分配
l松入ー拘！日｜柄i1ciu-とサー i氏本：純投資｜政府以入と蹴 l尚夜労働力の刑 l経済部門別，間

パラゾスの型 f(U,!-• I日投）ー iピス； f:Fl内お｜十町本棋A:li引 Ill I 1力11－新しい！説場｜永別，地減別グ
目 l的lj,・＋新I.守付｜！店＋柿tK＝凶｜当国Jti'都＋純｜ ｜の創出＋！日い1孜！ループ内（固ー
一利子一！日 1~ I 内 ~，~e-a＋輸入 1re本流入 l ｜助の除来草取011］レンツ1111紙mn
付返前 ｜ ｜ ｜ ｜水利r1の変化

土二E隆三：；；~T豆i~以；~－；~~：＿1 ~~i:!; :;1 ~~理￥~：－~_J ~－い定
〈副：〉 枇初の繰り返しにおいては大矢印で京される方向（たとえば， 人 n-GNP-il終間内~1，｝製ー中間凶内·，＞.i
要〉に＃Wtの段階が引き税〈。閣内需要，生産および貿易問の相互反応は中矢印で示される。繰り返しの筋1
段階の完了後におこるフィード・パック過程は＿｛~（句ぎの小矢印で示されるくたとえば GNP の敢初の近似は紘
初の掛り返しにおいて印l"l別に予測されたWl'l1i111· と投資llれこ対する前~に！照合して改訂されるべきである〉。
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取鉱させなければならない。それゆえに予測の諸段階は

WI 武接近では依存度の少ない変数から依存度の多い変

数へ砂行しながらある一定の序列にしたがうものでなけ

ればならない。実際には，この隙り返し法による接近が

必ずしもあらゆる段階に通用するというのではないし，

また終始ー抗した予測が自動的に述成されるわけでもな

い。それゆえ， ml図の下に示されているように，たと
えば， l封内1日給バランス，外t'tバランス， ktl用バランス

など食分析することにより.i'ti尼－1・I性について多くの
テストをする必要がある。しかしこの過程は各磁の選択

H 人 1-1

I. 実例

人n成長の予測は，第2図に図解されている。第2図
は1960年と1965年 1J~ におけるアメリカの人口の年齢ピ

ラミッドを示している。たとえば1960年7月1日の60～

65政までの女性の人1-1はBDの長さで計られる。このう

ち1960～G5年に予想される死亡数はBFで示され， 1965

年6月l日における生存指数はDFで示される。尖際に

は，後省は 1960年の人口 （BF）に性別・年齢グループ

を考臨することによって，また不安定条件ドで専門家と 別に指命統計表に示された生存者の割合DF～D B宮掛

政策者間の協議による適当な解決を余儀なくされること けることによってえられる。 1965年の5歳以上の全人口

によりずっとも証雑になってしまうのである。 は，各年齢グループと男女数について，問機の過程をく

第 2図 アメリカの人l:l予測 1960～GS年（抗日の舵；II・） りかえせば得られる。こうしてf!}
198.~if!.7 月 i 日の年齢 1960年7月1日の年齢 1985年7月1日の年齢 られた人口はグラフに示された，
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年における全人口〉から県で示さ

れた予想死亡数を除くことによう

て向らhた。

そこで5蹴ごとの人（::Jグループ

によって1960～6出手の再生産年帥

にある女性人口の大きさを31.~す

ることが可能であり，そこから年

齢l世間別にLil生率を計却すること

によって出生予t！数を卸．出するこ
とが可能となろう。 mz図の Ill
と JI1/1の部分に，女也，男性お

のおのが示されている1凶51f!の5

歳以下の人口は出生合計数，男女

比率と生存者の比率からでてく
12 10 8 6 4 2 0 2 4 6 8 10 12 

る。このようにしてえられた1965
5此ごとの附閉別人口数 (100万人〉・1960～65年の死亡 初 1960～65年の！日II=. 年の年齢統計のピラミッ 1:-(If F 

(ll¥所〉 Illustrativeρrojcctions of tileρofmlation of Lile United States, by GG' F'J' l＇）は， 1960～65年間の移
age and sex, 1960・1犯0,United States Bureau of the Census, 1958. 動人口を~・l留するために，さら〆

＼に修正を製する。その過程は1965～70年というように 上記の生存率や特定の年齢の平均余命を引きだすことが

5年段階でくり返されるo 可能である。出生時の平均余命は死亡のー般的水準がも

2. 一般原則

人口予測の鍛l段階は目標年次の1，三帥別・性別人口の

大きさと特殊の死亡率・ 1H生部，および純移住率を計測

することである。

ある l組の年船m同別特殊死亡率に｜則して数学上民．る
各組のパラメーターをひきだすニとが可能である。特に

っともよく要約される一つの総合的尺度である。異る各

組の年齢別特殊死亡率は出生l時の平均余命率と同じ数値

であるかもしれないが，その差；民はたとえあるとしても

一般に徹小なニとがわかった。同棋に年齢階層別出生郡

は総合的指数である総再生産率（GRR）によって表示で

きる。つまり米師女性の数を計算して，もしかりに1似）

人の婦人が死なないとすると，この1000人の婦人たちは
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{IJ司j_:_j!gj問1/¥Jを全うするよとになろう。特殊死亡率および

lli生市が揃i尖に男女のIH生fl告の、V·均余命と総再生~率と

で限定されると仮定し，またII¥1J:J1』・の見女比中が変助な

L. ,1:仮定すれば，人lコの11：帥およびiUJIH出J成はいつでも

数学上，初期の人口構成と．このご．つのパラメークーか

ら巧＇／IJ.lr.l・rのJIJJl/liに何られた数fi(（とによって1Ti.Eされるで
あ石う。

普通11\~I.：.ホおよび：t!r·通死亡率（全人nの lOOO人当たり

のJl\il~あるいは死亡数〉は人 l・1WIJj1Jの川合（山生率と死

亡中の益見〉と同時に1:Jiijiに引さ－mされる。
当該年次の必要な統計・がわかっていれば人口予測のllU

j担はjjl.にその対象JUJ問中の！WIと時の平均余命，総再生成

持、｛および捗｛主主容の予測ということになる。終戦直後は，

島民は若ヱFのl珂々ではm裂な川越であったが，今日では
一般に間際的移民は191吐紀後半にくらべて並要性がil£じ

ていゐ。たとえば現布アメリ力では純砂r.色は全成長人r:1
の12分の 1にすぎないし，移民の流動はむしろ！校絡に統

制されている。大部分の的所得諸国では移民は無視しう

るほどに僅少である。

3. 死亡率

今 Ht紀の前半の1:Uに多くの締附でlll 【l~fl年の平均余命は

著しく刷力IIした。もっともめざましいケースはスペイン

であり，その女性人口の平均余命は!iO年の1rn1こ36歳から

G4rJ;•：；：のびたのでめる。瓜在骨闘のJH生時の ，，i.均余命は

およそ30肢から70h誌の組問にあるが，これは経済発展の

水司1！に大会く依存している現1'1:-tでに平均余命が高い閣
でもー府の改lf-が除々になされている。たとえばアメリ

：りでは女性人口のヂ均余命は1955年には，およそ73成で

あったが， Hl70年代後JUiには約7G蹴までのびるみこみで

ある。しかし平均余命が75～78政になっても65段以上の

人口部分令除けば人I.Iに大した脳科はないであるう。

実際上り立（~な結締は， l:iい）jl立J余命をもっ諸国では

Hi年先の前点的労働力の大きさを1［：離に予ilW-C:ぎるとい

うことである。平均余命がまだ低い諸凶では比較的短期

間に相当の変化がおこると予選！される。なぜなら強｝）で

比般的安価な政病・疫病防御手段が人却の手中にあるか

らである。たとえばイン 1：では女性人口の平均余命は，

1950'.if.に約32棋であったが，非常に大規故なマラリヤ撲

滅，1[・凶がH)58'.q乙にWHOの協力でお：手された。前にセイ

ロン，サルジユア，マラヤ辿邦などで行なオつれた同印の

計四の実智｛から判断し‘て，インドの死亡率を短j問問に半

減できると［iじているWl"J家fごらもいる。

4. 出生率

26 

死亡本は尚所得新聞については，ごく正確に，また低

所得部岡についてもかなりTE礁に予測できるが， 111生率

(fertility）の場合ニうはいかない。それで，人n学：目－た

ちは一般に死亡単には－•＂＇.＞ O)Jl't純な仮設をJH い， Hl1ミヰ4

には数個の仮設をJfiいている。第3閃は過去2Q{f己にわた

るアメリ力の総下＇HJ：.庄中の趨却を訴している。大部分の

人口学；おは以前，戦後のベピイ・ブームは減少するだろ

うと考・えたが，災際には総再生産・4は相変わらず増加を
つづけ，戦後初j切になされた人口予測に甚大な誤援をひ

まおこした。そこで人ロ学者はいづそう悶倒な研究を行

ない， 1Y5B-'.-凶こ公刊された予測においてアメリカの人口

統計局（Burc:tUof the Cen昌us）は総再生産率の水単に｜到

する二者択一的仮設に相当する四つの予測シリ｝ズを提

示するにとどめ，もっとも可能性の強いものを示すとい

う方法をさけている。事実，現在18歳のアメリゾJ女性が

-lift！：.必：年怖を終えるま ＂（：に子(JI~ ・~－： 3～4人ではなく 2～

3人＇：I＝.むだろうということを科学的民拠に基づいて決定

すゐことは非常にむずかしい。しかし以上のことの志；論

t九アメリカの19801Jミにおける人nが両目の出生中子m,J

で之［な31(ゆ万人，低Hのm生．端予測で2!;3100万人に述
すると予i印されて以＊，非常に兎嬰な！問題となっている。

5. 人口成長

大部分の低所得附においては，まだ化．亡率の急激な低

下が総再生産・率のm大な変化合引きおニすまでにはいた
っていないc その結米， 19世紀に西:"1-1-lッパが経験し

たものとは，比較にならなぬほどの爆発的人口膨践が生

じた。たとえばベネズエラと台湾では普通死亡率は，それ

ぞれ1000人当たり約 10人～8人であるが普通出生串は

1000人当たり46人～43人という尚さである。したがって

人口成長率は年間約 3.5 パーセントのi市さである。 UM~

II干の平均余命が急激ι低下するだろうという確実な恨拠
はないので，もし総7厚生産率が現在の水郁のままなら人

口は67年以内に10倍（C1';／却するであろう。しかしそのよ

うな急激な人口噌加を却定することは無理である。 1H生

率が将来低下することはありそうであるが，この低下が

いつ始まり，どの程度の速度で進むか予言することは，

まず不可能である。先進諸国の過去の趨勢は外掃しにく

い。甘からの二l；梁間の多くでは普通出生率は1880～1935

年にざっと半減し，それ以後は.1\~JJ;n している場合も岩子

ある。しかし日本では普通出生率も， 1947～57年の／HJに

半減している。このような急搬な低下は政府の政策によ

るところが大きい。死亡率は依然，（：jいが将来史質的低下

が予illされる諸尉では，もし出生＊が安定的にとどまる
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なら人口！記長＊は，；l{進的にj的力IIすることになるう。た

とえI!,The Population Research Institute of Prince-

ton (New Jersey）の行なった最近の研究によると，イン

ドでは，出生率を不変と仮定すると，人口成・民主将は1940

年代の1.3%からrn10：：.，三代にはi.8%まで媒i盤的にJ刊加す

ることになろう。

このことは， 1971年からHJSl年の10~・1a1の人口 Jf!/JIIが

l位以削万人－EECの人ロの約伺%ーでdうることを訟

味する。同じ研究でえられた低IJの11¥~I：.唱の仮定による

と1981年におけるインドの人口は出生率不変の{!,i定に誌

づく 6位8200万人に対して5'([6200万人となる。

6. 人口成長と食温必要最

食品i必要政は人口の絶対数と年齢f,YJ成に路押される。
また人口予測は常に年齢階府別分祈念行なうo したがっ

て年齢構成の変化が食蹴必型民にあたえるb接持を~-r-1.】：的
に調査することは佃i11自がある。なぜならこの間迎は食tr.tl

予測においてはよく議論をまきおこすからである。 「安

定人口」すなわち出生率と死亡事が不変の人口の場合は，

すでにのべたようにここでは考えられないであろう。な

ぜならこの人口は安定的作陥出成にl匂う傾l••Jにあるから
である。多くの低1m発同においては， 1111:.11をの平均余命

はの0:ているが， 11.l生中は'ti：定的にとどまっている。こ
のような状態（悶辿の尚1:1の人口予測〉のもとでは，人

仰のif~／／，命椛成は抑 l 表に示されているように，除々に変

化してきている。この変化の特妹な影符として， 1s：~nr11

に，平均カロリー必立た.j,t』・ょ約2%, lli向質必要況は約i

%強引き下げられ，他方， Ill生時の平均余命は2f告にな

る。平均余命のfiflびが111~1:.唱の似下を伴えば〈幽辿の中

Elあるいは低Hの人口予測〉，子供の占める割合は史質

的に低下するープJ，老人の占める人口敏がJf.'/}J!lすること

になるであらう。このような年齢構成の変化によって印

1Ji.lHJにカロりー必~1止は 3%, ＊白rt必要.r.tは1%以上
.. IJ"//Jnしよう。予測目的のためには年輪l1lf／記変化の栄義必

2li hl·，特にj}cf当rt必要批に対する ~）j枠は，たいていの低

所得同，特に安定的IWF.率たもつ人口の場合には無悦さ

れる。実際には年齢構成は，w，ミ本が変化し， ；1｝裂が｛f-帥
と強iく相関するJ:l,｝合（たとえば， ミルク，タバコ，アル

コール飲料，特に住宅や投打施設などの：心部〉にのみ考

胤されればよい。年脱出成の変化は一般に無悦しうる

が，通常，人／.I成長は所得成長よりも政成物需要により

大なる限切をおよほす。低1m発j自主主（中nu，：土を除く〉
においては， 1954～58年のj開聞に人IIは年率2%以上，
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第 l：表 栄持必~：l1l：に対する年i怜椛五~・の』~円i

i i年院附附別 1 I , I I I 1,000人当たりの｜ 指 数

年 I1m~1 r ~w ［＿日~t~－~－1 比 三！」？を刈ける）

数｜平均 I【I＝.雌 1 ! I I I I I ｜栄誕必型店l;
、｜余命 i ｜ ｜ ｜ ｜ ： ｜ ｜ ｜ 
t I ！エド l o～1'1¥60以上IIll !I=. ！死亡必然州総人口！ 111!1: l－・一一1－・－ー『
I I I I I I I /J 同 llli由自
〉｜（此）｜ l I I I l I I I リー l
｜。I3o. 
,1 25 I 42.51 3.001 42.21, 4.8! ,i,i_3¥ 21.21 23.11 1561 1so: 99.剖 99.6

(1) 死亡の低下， IIVi~不’庄 ~I so I ~s.叫 :・LO川 43.9/ 5.21 43.0i 12.81 30.21 296! 2821 98司 ~)9.2 
ll 75 I 68.21 3.0叫 45.91 5.01 '11.8i 5.6! 36.21 6621 6231 97.91 98.8 

(I 25 42.剖 3.001 42.21 4.81 44.31 21.2¥ 23.11 1001 1001 100.0J JOO.O 
(2) 川fl！.低下（zsiいより） ~1501 55.叫 2.2司 39AI 5.路I34.81 12.JI 22.51 1111 1391101.11 100.9 

l[ 75 I 68.訓 l訓 33.ll 7.61 21.1J 6.71 17.41 3091 rns1102.s1101.2 

（剖：〉 {l）は両日の人口予測。（のはアジアについて中日の守’測（/IHI：は 1975~から減少）でヲテ γ ・アメリカにつ
いては低日の予測（lLI ~l?Jt rn50年から減少〉。（3｝栄お必製品は Calorierequirements ancl Prat巴inrequirements, 
FA O. Nutritional Studies Nos. 15 and JG, Rome 1958.にある FAO際単に従い， 5 ~！，；；ごとの惜別別に .11・ .n:

された。
(tH所〉 United Nat.ions population models in low-income countries: ・，付凶，中央， Hiおよcl11!アジア（日本を
除〈〉についてはl9fi0ゴF・が t田 Oo111火および；W:i,iYiアメリカについては1950年が 1=250
なお Thefuture growth of world po1>ulation, U. N., Population Slttdies No. 28, New York, 1958を

今J~：tのこと。

1人当たりの純所f!Ht..1f＇・端およそ 1%1mJ1：している。た

とえ良助レベルtmi怖の食tlitlこ対する総加盟の所得iJili生仰

が0.7 ほども尚いものとしても，所得による食杭；l,i~の

Jfl}JJ：は，人口による2%以上のものに対してわずか0.7%

であったろう。今後の1011王1:aには所得が過去よりも向い

率で哨加するこ止が望まれるが，人口成長率もまた，お

そらくi怖がlするので所得効果は人口効果より尖質的には

低くとどまるであろう。日本，ギリシア，イタリァなど

では食邸前裂に対する所得効果は人口効県の約2倍であ

る。これらの諸国では，人口成長却が低く所得成長率が

尚い。しかし高級食位品の吋：？，！iはまだまだ飽和点から程

遠い。アメリカでは~J；持シベ Jレ価格の食品1に対ナる緒、.＇；t;:

要の所得明i性能はかなり｛＼＆く（約0.25），最近10年l!Jjlr..わ

たり所得効果は人口効果1.7%に対して約0.4%である。

10年～20年後のアメリカの良助レベル（111i絡での食組総~；；；

要を予劃するのに不明である最大の点は，将来における

所得成・民の趨勢や所何事il{iE他などよりは，むしろ将来の

出生率である。この事実は人口予測の枠制lな専門的分析

を行なう必要性を十分現明すると思う。

E 経済成長

人口成長予測の次の段附は経済活助の可能水郁の予測

である。一般的にこれはGNPの他で計測される。しかし

この段階では当l問題は詳細なR'lil'≪,-f-nlll•をする以前の作業

仮設として用いられる』限定的推計iこ述するにすぎない。
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もし十分な統計Yr料が入手しうるなら， GNP成長の
設1））の比通しは過去の趨勢分析から推計・できるかもしれ

ない。しかし過去において一般的であった状1温は将来変
化するかもしれないし，また政策者・の！.？.闘は経首発展に

はっきりと反映されるので単純な外川法だけでは不十分

である。したがって経済の11:;tl'i'.能力はー・般に主裂な；荊変

数と，政策者が経済成長に影響をあたえる手段変数（in"

slrumcntal variables）がおこしうる効果との！間にある相

互関係全考胤しながら一つのモテ’ルの僻成内で予測され

る。

もっとも単純なモデルは生産を越国吉批入〈資本と労働）

に！均辿させるものである。高所得固では一般に労働は陥

少襲来と考えられ， ti!1次接近では GNPは，稼動労働

力の予;ti.！成長力に基づいて予測されることが多かった。

また低IJ/J発諸国ではー般に資本は防少要素と考えられ，

GNP成長は資本の予想フロ一位から予測される。

1. 労働生産性に基づくモデル

このモデルでは労働｝Jは経済発展の必礎資源と考えら

れ，経済成・良工事は労働力の大きさと労tM生産性の予想哨

加ネセ結合するニとにより予測される。 1970年における

労fH1Jの大きさを1960年に推計サ‘るための節 1段階は桝

在労働力の性別：および年齢別クソレープによる人口〈つま

り1970年の15～65歳の人口〉予測にある。すでにのべた

ように，この人ロの15王子先の大きさを正磁に予測するこ

とが可能である。都2段階は1970年に史際の労働力にな
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ると予；也される消在労働力を挑計することである。それ

にば卒業年齢，退職年齢，兵役朋！日l，婦人雇用者rJt号、：の

変化を考慮する必要がある。第3段階はパートタイム労

働者や特に沼当たり労働時開放，年当たり労ff'fh迎数を考

慮して労働時間で労働力の大きさを示すことである。 m
4段階は失業：の補正であり，これは失業は労働力の2～

3%以上にならないようにといった政策目的に基づいて

なされることが多い。抑5段階は主要経務部門間の全労

働力を分析することで，これは経済成長率に関しては，

先験的な考えを含む過程である。労働力の大きさを予測

した後，労働生庇性の水準一一主要経済部門におけるl!'L

位労働時IHI当たりの附加価値一ーを予劃する必弾がある

が，この問題は非常に復維である。なぜなら労働生践肢

の増大は教育，官llf'.t!，技術，組織などの改詐， 1労働者

当たり資本利用庁、の向kといったものが結合された膨持

の結来であるからど。人自f分の先進問問では掠勤労働力

の成長率は労働生産性の増加率より小さい。特に西ヨー

ロッパは労働者表示による稼！日1労働力の成長率は年1%
以下である。しかし労働時間表示でみるとこのi｛，：は年当

たり労働時間数の低下で減少する。それゆえにll:iJE成長

率の主な構成要因は労働生産・般の哨加主将であるが，労働

生産性の予測は突際には容易でなしこれがこのそデJレ

適用に対する京大な限界である。しかL稼勤労働力とそ

の部門別分況の予測はそれ自体m要なデータである。
2. 資本蓄積に基づくモデル

経済成長における投資の役割は常に強調されてきた。

特に資本の現存ストックと現在の GNPとの比率は比較

的安定しており． したがって経済の生産能力は一般に純

投資額に比例してj首加する。さらに投資水車は貯部本に

基づくと仮定して，完全服用下の経前成長率は貯部／所

得比率と資本産出向比率（COR）との押l合になることをハ

ロッドとドウマーが示した。本来，資本／産出向比率は

政策者に与えられる技術的データであると考えられ， ni'

帯／所得比率は経済成長率を調節しうる手段変数であっ

た。しかし経済成長子百[IJに資本／産出向比率を使用する

ことには多くの問題がある。まず資本の現存ストックの

推計，特に資本減価償却の封fiW-1・,・t.Jlt常に困難である。最近

の統計分析はl閏の資本／成出高比率水準は時代ととも

に変化し， したがって予測令する場合には資本／産出高

比率の明大を考える必要性を示している。資本／産山市

比率は経済部門により大きく変化する。特にサービス部

門では一般に非常に低く， ＇517.属生成などの製造部門では

かなり高い。経済全体の限界資本／産ill向比率は部門~lj

の資本jl在出向比率の加rm平均でそのウェイトは各部門に
おける投資水準である。それでもし政策者が部門別の投

資配分を決定できるなら，政策者は令部の資本／産出荷

比Z利低に影響を与えるニとができる。さらにある一つの

部門内，たとえば民業部門だけにおいてさえ，資本／産

IHil'.:iJ右中は改良和子の利用や乾燥地汗1li:既ダムの建設とい

うような民なる計四のIHJで広範に変化する。それゆえに

名部門内の各組t;I・闘をはっきり区別する必要があるoま

た各府f(の計四における投資椀t1£m！問を考慮に入れるため
に投資フロー ii）：と 1.J~肢フローi止を比較 Lてみることも必

要であろう。 lil"l-1百内でさえも限界資本／産LL¥向比串は

新技術の適用や労働・資本1mの部分的代燃のために変化
するかもしれない白

低所仰簡では生産は.ijl存資本のより完全な使用〈たと

えば2交代制労働〉によりj門大しうる場合があろう。要

約すると， I部！”lモデJレでは政筑作成者にとって事前的

(ex ante）に与えられたデータとして，最初にとられた

限界白木／産出荷比唱のlj'・均仰は多部門モデルにおいて

変数となり，その仰は部門間と部門内の計眠問の投>ti配

分をした1去にだけ決定されうる。さらに資木／im.出向比

率の使用は経済成長に対する投資効果を過大評価し，技

術進歩や近年その鮮．済成長に対するイムパクトが強調さ

れている ~li1J度的，政治・社会的および，宗教的論要肉の

効＊に対する人間持力の武i献を十分には考慮していない

ということであろう。

3. 労働，資本および技術の結合モデル

すでに検討Lた二つのモデルでは労働ないし資本は経

済成長を支配する込：拠的要素であるとされた。労働生産

性に誌づくお1のモデルでは，資本は労働の補完要素で

あり，また，資木／PifHl~·ri比＊に基づく首I2 のモデルで

は，労働は資本の補完要議であった。この第3のモデル

では，労働と~木は補完的止してではなく相互代－件的と

巧・えられる。生産両数は，投術改苦？と11,IJI［改革に相当す

る趨勢要閣を加味したコフプ・ググラス型であお。

logY＝α日＋alog L÷b log C +cl (1} （注1)

Y＝突質価格表示のGNP

L＝労働時間表示の労働力

C：：史質問格安示の物：mt(1'1貯水

t'""U寺｜用（年次〕

α。ーダイメンション・ rぐラメータ－

a＝労働の生成高抑力性

b－資本の11ミ1-at:i事il力性

C＝技術担勢係数
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「規模にl見｜してl恒雄不変」（a十h＝孟 lの1!JI）約条件に相当

する）が一般に生産高放におい・c仮定される。つまりも
し他の要素は変化せずに労働と町小：両万が10%附加すれ

ば生.i?ifも正確に10%附加すると考えられる。しかしもし

生肢と資本のいずれか一・つだけが10%W!1JIIすれば， ~1=.im

の.WIJJIIは10%以ドとなろう。 1~1rl，焼争下では，もし労働

と資木の1rl(tL当たり収誌がそれぞれ限界生底力に等Lい

ならば， fi<I民所得の a1:部分は労働へ帰属， 7..Q余の 1-(l 

は抗本へ帰属することにi.i;.ろう。たとえば1919～571］•の

アメリカ続昨では，労働投入は五｜三本0.8%干均でJ円加し，

rt本投入は年ヰ；.｛I.8%で消却！した。上述の生産柄数によれ
ばこの11:.P.r,Jこ対す・ZJrt木と労働の結合した影桝は0.8%
と1.8%をそれぞれ約4分の3と4分の lに等しいパラ

メーク－ aとbのfl(（｛亡よ IJはかることによりft』られる。

その結果，労働とrt本利mのWI加は総『！：.肢の 1%強のJ何
カJIをカ程式（1）において，~別していよう。上記のJUJIHl以来

fl【p'f'.；は年来3%の？河合でWt加し続前成長の約3分の2
は労！刊と r.f;;f;:の投入力；：表示で•（，:t.品l!J！されないままである

が，ニ：IiはブJf.~ ；；，（ 1）の趨勢W.f閃によるものである。 2 ー

ロッパ各l"i,Jで行なわれた同館の研究はこの趨勢'}.lll討が年

1～2%のGNPのJ円分を説明するものであることを示

してきた。この且i労~，持は技術改？ちから子，：＿ずることがよ

くあるが，技術改：if；，は突からのl州知ではなく， !ill！躍はニ

の趨拐のfi'i~にある経済盟，却が何であるかを知るニとで

ある。この！lミ i.約五j数において労的~ポ（j'_労働II！日aで表示

され，労働のTti'i':J＆う＼~は考lむしない。静$11~悦過押．にお

いては切らかに教it・ ;vu組のil5cliや栄｝i.・（：世Uiの向上｜ニ（す
べて労働効串を高めゐ要端であるが〉にj(ijかうよi労があ

るc この借倒）Jの目的改 ；＂（；：は雌労係数 Clこはいるm史：~

；長であるo fi木は一般に~,1{11V司で計られるが，技術改

；苦：か！〉生ずる抗本損i取の改？年を反映しない。たとえばe巴
；舵~，.＝.庄は労働ないし資本の・人・さーい迫力H投入がなくても．

改良積子や改l~i'1?1磁の不IJ川により十分にJ\"iJJIIで・きる。新

技術予訟の発以，特にその遮用は~·H先制：，社会的，政

治的および京教的~I羽の結合から生ずるj些少に対ずる人

々の態度によって大きいl伝子！？をうける。このような状態

の改良は技術上の進歩それl~I｛｛，：は山礎研究と此；川研究の

両者に大きく依存し，この研究は教育と掛按な｜見j；述をも

っ。研究と教育の経済学はまだ十分発述していないが非

常に期待される経済学の分野である。経済成長に対・rる
教育効果の組織的分析はアメリカにおいて1世近はじめら

れたが，すでにでた給処は非常に興味深いものである。シ

ュルツ教J部’こよればcr.1:2>,m倒的：教育的に学生が学校で
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すごしたli!j:I引をご者烈一的機会j日用（alternativeoppor-

tun ity cost）で推計した収入を加えると，アメリカの総

教育tそarnoo年次消1'i者所得の2.'9%に対して， 1956年
には10.3%を示した。，もし教育が要素1官用で計られる人

間投資として扱われるならば，それは1900年の9.3%に

対し Hl56年では物理的組資本形成総制の 33.7%であっ

た。それゆえに， 1956年の総投資の約4分の lは頭脳訓

練のために配分され， 4分の3は機械生産，ビ.）レ建設・

泣路その他の物理的資本！討に配分されたことになる。し

かしもっとも有益な発見は，半｜止紀内で物理的投資に閃

辿する教育投資の.m裂をf：が3.5倍WIimしたことである。
教育投資の収椛は一生の問にうる所得と各側人の教育費

のク uス・セクシヲンによって分析されてさ・た。 2, 3 

の研究からみると，収話取は物理的投資より教育におけ

る人！Ml投資〈特に基礎教育〉のほうがi句くなっている。こ

れに基づき，古典学派的投入（労働時間表示の労働力と物

到！．的資本〉の刷加では説明されない趨勢要因Cにより，方

和式（1）で示されたアメリカ経済成長の大部分は教育の形

態をとる人1111投資の非常に大きな拡大によるものと考え

られる。低IJfl発部凶の場合には，教育からの収拾，とくに

初等教育からの収椛は相当なものであろう。教育という

ことばは，この場合広義で用いられ，少くとも部分的に

は社会開発計j1l_!jというような特別の計闘を含んでいる。

世界にはすでに技術的・経m的・社会学的知説の帯mが
あり．それらはもし各国の特殊事情に迎合させるために

必：到な研究がなされたならば応HIしうるものである。教

育と拡大は進歩に対する人々の態度・を変化させうるし，

また人々に新技術な応jりするために必要な知識を与え

る。頭脳の；m1~は経済成長にとってごく由要な嬰素であ

る。それゆえに，教育と研究は経済部門として扱われ，

投資財生産部門にいくぶん期似した手法で成長モデルの

1!1に統合することができる。それで色々な形態の教育と

研究と経済成長のIHJに存在するl刻辿を考臨する必要があ

ゐ。教育分野における予測は人間投資の悦任期間の長さ

の点からみて特に有用である。このような研究は非常に

困難であるが，これは UNESCOとか FAOのような閏

述専門機｜則の作業の2占拠的なものである。もしζれらの
雌｜却が経済発述に抗駆的に武献をなしうるならば，それ

は方釈式（1）の要議労働と町本を通じるよりも趨勢製悶C

と訓斜！・技術・組織などの改苦向上を通じてであろう。

Ul: 1) Y= 1人尚たり GNPの年llijJi"I加~

S=GNPに対する院内!ti＇部本

f－受入れ悶の阿民所得に対する純町本自i入率
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P＂＂人 nの年1111成長率．
k白総資本産出荷i比本（COR)

d－＝町本償却率

この場合， I人当たり所得の均衡成長ネは次式でm

される。
s_+f 
Y--ic -d-p 

〈注2) たとえば Le.~ m釘h()(lesde prevision clu cleve・

loppment economique o long terme, Information 
stntistiques, Nov，ーDec.1960, Office statistique 

des communnutes europeennes. 

IV 商品別予測

すでに議論した成長モデルから，経済il~P.n能力の可能

な拡大都に関する第 l次接近が述せられる。 t広大串は似

人の可処分所得水単に関辿しているe 問題は消問者がか

れらの所得をいかに各舗の財貨・サーピスの附入に配分

するか，そして各向／Jrの予測需要・供給の均舗がいかに

述せられるかを分析することであるoこのような分析は

国民経済計釘．の包括的体系内でなされなければならない

が，次にのべる分析は£を産物のI間程jに限定している（tl:3）。
1. ー般図式

錦l段階は，主に人口と所得成長を法艇としてそれぞ

れの尚『日の最終国内需要を予測することである。掠2段

階は，稲々の用途別の最終国内消問者需要から~場レベ
ルでの段産物の中間国内需要を引きUIすことである。た

とえば， ci場でのミルク需要は， ミJレク・バター・チーズ
・その他のミルク製品の最終協要からえられる。次の段

階は， ti栄：生産．と純貿易の予測であるo しかしこれらの
変数は独立ではない。在附の部杭や減少なしに市場の加

給を均衡させるためには．国11i~lミi!'tf( p) ft~ 問内中間需
要（D）と純貿易（T）の総計に等しくなければならない。

そして純輸出の場合はプラスに，純輸入の場合は，マイ

ナスと考えられよう。

P=D÷＇l'・…・・（2)

価格は，予測Jg）聞を通じて不変と仮定されている。こ

の仮定のもとで国内情要（D｝の水ill¥は，方程式（2）では外

生的である。いいかえれば，悶内需要は消政者行動と経

済成長経路によって先決されることになるoある研究で

は，生産は独立的趨勢をたどるものと仮定されており，

そして特に輸入国の場合には，純貿易の水準は残閉と考

えられている。他の研究によると，特に愉出国の場合に

は，純貿易水準は先験的な政策目的とされ，国内生産の

目標は残留と考えられている。しかし突際問題として，

生産も純貿易も完全に仲縮的ではないから，一方ないし

他方を波備と舵治するわけにはいかない。抑4図に示さ

れているように輸出悶の場合，．ありうべき変動範聞を予

測するほうが，もっと現実的であろう。当該国は少く

とも To を愉日l ：..なければならないが， 1!!；非i!i~t）でT，以

上を愉｜長することはできないと仮定されているo I司隙に

第4因不変側柿のもとでのiiiJ訪J',.j術

fU巨P 

P1 
p; 

Po 

0 'l'o T~ '1'1 
純輸II',T 

i司内ilミP.P.ホ献は，一部分は独立（Jりな1!=.;17,'. Jよ1勢によって

PuからP，まで変化できると仮定する。したがって均術

点Qは市Jあが国I付加~水司1\()1) で消却されねばならない

とすると， a.：~訴！の長プJ形の内部の：！，（~紘DM線上にな吋・

hiまならないoI免言す；J'i..lf，切J¥・MNに治ったさまざま

な点に対応寸る可能な!'frの存不正和聞がある。 'cl:.PKは少く

とも OPnに述するであろうから，少くとも 01、u'(M人

愉／J1すること b：必~であるβ：，愉LIi飽和水準OT,(N点）

に究l証的に述するためには生践と愉山を同じi目だけふや
すことも可能であるo この可能悩日fir'~ で政策作成告は，

各セクターで余分の外穴1Jj1.f立を独仰しfこり，節約した

りするための附1J...ril:.Rr.j1tを比’院・することによって111!論的

に最適な併を選択できょう。

実際には相対価終：~；不変ではなく， iii場J~；仰は一部：t

少くとも｛旧i路変化を崩じて述成されよう。~~5閑では，

やはり， ~Iミ産は Po から P，に変動できるが，この変動は

tを民lこ支払われる刷栴水門r，：こ（刻述ずるものと仮定されて
いる。純平tiii＇，水準 lま，たとえ国内切絡がどうあろうとも

ある悩囲内（PoEo,P11E1）で変化するものと仮定するo

問内中間需要は数£.：価指表に対応し， j勾術点は佃i持組ii国

mn に対応する釘WNIN上のどこかになければならない。

まえのように切J:・tvlN.ヒの均百lj点の最適位inは，一つの
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セクターを別伺に切り離しては推論できない。前述の範

囲内で政府が各種の商品の輸出入を決定すれば， mn｛鹿

間内で園内側捕の相対的水地を安定できるであろうし，

第5図 司法制怖のもとでのiii場均衡

t

o

－
－
－
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p
い
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P

“

1九10::必Jf』価l:i

;i'i'l'I n !ct',t河川治

またセクター聞のよりよき資源配分を述成するために，

その%ii悶均で相対価絡を変化させることもできょう。も

し政府が輸入ないしt陥出；引当制をもって子組員しなければ

均衝は何格調整によって述成されるであろうが，園内紛

要・園内生産および貿易設に同l日j:Iこ t~，：揮をおよぼすこと

になるう。都S図に示されているものとやや矧似の方法

が， FAO（閏際食畑山梨機構）の商品予測で用いられ

たーたとえば，最近， FAOで行なった19fi5if,のヨーロッ

パ£！！業研究において牛肉の柵栴はバターの仰i柿に比例し

て向くなるらしいというニとがわかった。そこで牛肉の

生肢は，牛乳生産を犠牲にして拡大することはありうる

ことだい脂肪含布設に基づいた段民への乳価支払い方

式が修正されてもよさそうだということが示唆された。

前述の!J,1~衰の決定は消技者が自由に選択でき，取艇な

いし間接割当がないものと仮定している。高所得岡では

栄養水却iは一般に満足すべきものである。もし食事に栄

廷の不均簡が認められれば， 7Jij1自者の注訟をひくことに
なるからで、ある。もし若干の食品が一一アルコール飲料

のように一一特に公衆の慾康に有害なものであれば，高

い梢~日現を課すことにより消~日を減らすことができる。

これらの制限を除いて消践者に好きなものを食べさせて

おくことは，きわめて合理的であるとみられる。低所得

国では，栄議失調は住民の大部分にまん延しているので

問題はまったく鈍ったものであるo

政府はllf1弱な人口集団のために特別な栄設計l菅直組織

し，資金を供給しているかもしれないが，これらの計l百

は思民食扱消費総拡（のごく一部にすぎず問問は依然とり

成されている。消政者がより高い収入をえた場合，各食

費支出項目に対する所得51］！性悩に応じて各種食物聞に余

分の貨幣を配分する。つごうのよいことには， ミルク，

肉，果物などのように所得弾性艇の高い前品は一般に栄

養がj\'fi ＼，、のである。つまり，消~空者はしばしば栄義学的

32 

に好ましいものを自然に選ぶのであるが，いつもそうだ

とはかぎらない。特に低所得の人々のあいだでは，所得

予ji性能は立如よりも砂械のほうが商い。しかし豆類は砂

航よりずっと栄技師が高いのである。そこで消i~者に栄

災学を教えこみ，これらの事実に注怠をうながすことが

不可欠だとだれもが認めても，消費者はなおかつ大豆よ

りも砂断のほうをより多く食べるかもしれないだろう。

そこで政府は砂踏の消沈税をあげたり，大豆の生産と痕

売に柿助金をだすことによって直接干渉し，両者・の相対

価絡を変え，消問者，と大豆を多〈，砂結をより少なく食

べるようにしむけることも可能であろう。

日：r.い栄設耐iの食物を低い附格でうるために高度の技術
〈特に線型計岡〉がu日発されてきた。栄後上最良の食事
と消1'i者が勝手に選ぶ食事の比較から，政府は，各磁の
食物の比較生産貨を考慮して，栄!111学上の要求と消~日者

の好みとのあいだの妥協をはかるために適切な措la:をき
めることもできょう。

2. 最終圏内食揖需要

第一段階は不変価格を仮定して，政府および民間の最

終国内需要を予測することである。民間需要予測は主に

人口と所得成長の推定に法づいているが，趨勢閃数式の

型で個別的ないし総体的に計測したその他の要因の影郡

に基づくほうが適当な場合もある。ある消問者集団，た

とえば軍隊とか病院などの需要は一般に過去の趨勢と政

府の計四を基礎として予測される。不変価格で、の予測需

要水準が決定されると，次の段階は数~：・価格需要褒を

作成するためにこのレベルでの需要の価格~Iii力性を推定

しなければならない。大部分の国では信頼に他する時系

列のデータを欠いているため，｛iDi賂弥力性は一般に所得

引力性に比べて不正確であるとされている。利用可能な

データによると，食抑．グループの椛成要紫問に代替の可

能性があるためtこ，ふつう食慌の大きなクソレープの伽格

日1i1i1:f1（（のほうがこのグル｝ブの椛成要素の抑性他より低

いようにみえる。たとえば，会穀物の価格弾力性は一般

に米の師持弾力性よりも低く，そして米全体の価指弾力

性は特定の質の米の~Ii力性よりも低いのである。 l 商品

の阿部日Qt性航はその商品の消1日水準が上昇すると一般に

低下する。その他の情報が利用できず，また，代替の可

能性が制約されている場合には小売レベルでの価格調i力

性の絶対自立はおおざっぱにみると所得弾性的に等しいと

いえよう。

3. 中間協要

食続総需要は個人家計指要，社会集団の需要と輸出需
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要からなる。食航需要を£'.l産物泊賓と比較するには，続

々の最終用途を結合することによって， j民終協要を￥・本

的な£告産物の中間需要の型で表示する必要がある。たと

えば，牛乳の総｛!J~は液体牛乳，デ｝ズ，バターおよび

濃縮牛乳や粉ミルクのようなその他乳製品の最終需要を

合計し・（，一定の附i/)j含有五＼：をもっ牛乳等側物の形で1;(

定されるのが普通であるo小変の国内括協・更は，＠適当

な変換率を用いて組物等価物に変換したパン・小変粉お

よびその他の小岩製品の最終需要，＠飼料需要〈とくに家

禽用），＠経常用在Fliと保統用布仰を合めた在日1必要；日：，

＠前子必要f心＠抗粍のための許容品：を一指することに

よ勺て！被物て予知物の呼称で表示されている。

一般に食相仙’『よりも品産原料や林n.：物のほうが秘々の
加工段階を通じて代粧の可能位が大企く，また最終用途

が変化に官んでいるため問題はいっそうむずかしい。た

とえば，ジュートの総司：2Ifは郁々の最終用途（包事~・ 1沢

政ぎ・網など）の需要を一指して予測される。

理論的には最終需要に投入.Jlirnlマトリックスの逆行

列去をかけることによって最終俗説から中間指漢を推定

することが可能であるう。しかしこの方法は尖際上多く

の難点が生ずる。（l)信制にたる投入・ P任ll.1表が若干の同

セでは利用可能であるが，特定の限度品の総需要を予測

するために十分なほどセクターが縮分化されていない。

(2）たとえば， 1955年の投入・i!i'.'.HI表が作成されたとして

も1970年の予測のためには1955年から， 1970年に起こる

と予制される技術変化を考［~Ir'，入れ’C，予測年次のマト

リック.'l..の技術係数値を外抑する必要がある。

投入・2貸出マトリックスの刺聞が，または，さきに牛

乳・小去で例証したような最終用途別接近（theend use 

approach）によって， I札チーズないしピスケットのiil:

で表示された消却者最終需要を，牛肉，牛乳ないし小去

の称呼で表示された出場レベルで・の需要に変換すること

が可能である。したがって， £!le場あるいは輸入レベルてe

の基本商品の需要を，不変価格で予測することができょ

う。次の段階は数最・価格VJ~表を予測するために，£を
場レベルでの需要の価格弾力ti:を推定することである。

加工段潜の硬直位と販売利読のマークンにより，小売レ

ベルでの価格弾性値にくらべて出場レベルでの引I！怯値の

ほうが低いのが普通で怠る。それゆえ，カ11工と販売コス

トの傾向と出場および小売市場におけるありうべき長期

の価格変化を色・4世に分析しなければならない。

4. 農業生産

生産予班問題の性格は，快妊j町IM1の長さにおおいに依

存する。林産物の場合，数年先の生産i肖は明らかに現在

の森林構成に街按に閣辿している。コーヒーや紺街却の

ような多年i!I：作物の場合は子iJll；のなされるさい現存するー

樹木数によって5年IHJの結宍数をあらかじめ決めること

むできょう。側柿は耕作の集約皮によっても変動を起こ

すため，生産水司r；はある程度市場の状態によって膨栴を

こうむる。しかしこのt~智はふつう限られたものであっ

て，現在の紋i討についてIE確なW1報が利用可能だとすれ
ば，平均的な天候条件を仮定して比較的せまい範囲で予

測’Fることもできょう。
さらに，短期と長WIの日lji力性の灰別もまた，有用であ

ろう。一般に市場状態の変化への生産の適応が硬直的で

あるため前者は1走者より侭いのである。主要E1i8t物の短目

j~Jおよび長w；の価格別力性は，マーク・ネ Jレラブ型タイ

ム・ラグ・モデルを用いて，アメリカならびにイギリス

において計測されたニとがある。

有l々 の投入と技術的プロセスの応用水車と， Jj't.位収li'.i:

nuの関連は，決議尖l投， Wk家経常澗1f.，ならびに時系列
データから分析することができる。 :l.!l：＂~史験は非常に正

椛なデータちc'f}€f:j毎できるが，その結果を民業部門全体に

適用するさいは， mmをj切さねばならない。偲開発諸国
では特に'ifO艇とみられるが， El業生産の社会学的芯：味内

容を考慮に入れるために，インドのような若干の諸問で

は特別jな調査が行なわれてきた。インドでは，伝統的方

法を用いている標本店場での生産高の変化が，改良純子

・肥料・前世'It手の新技術をとり入れた標本政拐での変化

と比較された。｜問題の複雑さと資料の不足のために，正

確なや序：［児数理で投入・産出IUJの同時的関係を表示する

ζとは一般に可能ではないが，投入に対する生産の反応

の大きさそみるための一応の目安となろう。

理知的にはある師をもたせて商品生産を予測すべきで

ある。この恒閃内でのさまざまな値は品業政策やi足場で

の価格水準にl>!Uliするだろう。数五l：一価格生産衰を予測

するには，生産コストのありうべき変化とともに良産物

の投入品と価絡の予測位を考慮すべきであるう。各種出

産品の生産の代替の可能性からみて，各~産物の生産予

測他を都み上げてえられた出来総生産の趨勢と倍、体予測

でだした設業総生産の越劫とを調整することが不可欠で

ある。政指全体の生産性の増大は技術進歩の普及におお

いに依存している。技術進歩は制度的発肢傾向，特に教

育，研究調査，大衆普及運動の発展等によって影響＊受

けるが，この役割は前節で強制されたところで‘るる。

由来：セクタ・・全般をとってみれば，当該国ならびにある
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租度似かよった；m闘ないしやや進んだ発民段11時にある純
国における投入・脱出の逝去の傾向の分析は~Iミ遊能力の

．予測にとって有能であるう。

5. 国際貿易

輸入ないレ坊位：代替に倒して合理的選択をするために

1国の計画当局は世界市場における相対価怖の将来初造

とその国の l附出子組監の範聞について恕定しなければな

らない。さらに愉出からえられる外灯の予測は，工来・化

計画が資本財の輸入に大きく依存している拐合には，必

要不可欠である。しかし 1国，とくに小問にとってはこ

の問題の解決はむずかしいであろう。世界市場の状態は

全j輸出国の供給と全輸入悶の需要の相主作用によって支

配されている。多くの間々は愉lliをふやし，消1日財の愉

入を減らすことをめざしている。しかし世界の総輸出と

総愉入は等しくなければならないのだから．この目的は

明らかに各国の目的聞に不一致をひきおこ寸ことになろ

う争各種商品の世界市場展望の研究は総輸入！日：と師栴の

均的水準を明らかにせねばならない。

lit界市場価怖の予測の困難さからみて，あるいは価栴

子町他を当該商品の価格不確実性指数と結合することが

有用かもしれない。もしそうなら，不確実性の条件のも

とでプログラミングの方法を応用することが理論的に可

能であろう。 1問の貿易自i：自の検討をも合めてl!t界貿易

展望の研究が利用可能だと仮定すれば， l t同は次に世界
市場における占有部を予測しなければならない。この占

有率は明らかに，当該国の競争力，輸出業者－のj庇売努力

と輸出産品の品質税差に依存するだろう。

（世3)" FAOではごつの却のパヲ γス去を分析するこ

とによって守’~•I を行なおうとする計四がなされ
た。すなわち，（1）前伐と生産の阿方の見地からfl三践

物問の代ー待の可能性を汚酷して，各同関係娩閃と

協力して作成された食批パラ γス表と，（2）溺｝JI］；倫
出入の予想を分析するために，特定の商品研究グ

ループの協力で作成された，品目別ill；界パラ γス

訟である。

V モデJレの首．尾一jヨ

商品予測は経済成長モデJレの一般的枠内で‘行ない，国

民総生産量の極大化，完全j信用，価格安定，所得分配等

の政策目的と関連して鮮が最適（optimal）であり，相互

に矛盾がないことが保註されねばならない。この目的の

ために輸出入バランス，圏内総保手告と総需要とのパラン

7,，貯帯・投資バランス等，数多くのバランスが分析さ

れる。

l. 貿易バランス
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1 l'iヰの総愉111入予測仙と国際収支の貿易外項目のバラ

ンスの予測佑間の均簡は世界市場価格の予測水準で達成

されよう。すでに，指摘したように， 1 商品の貿易目標

は弧立的に設定されるべきものではなく， 11れ位の生産

と愉fl1をふやす（ないし｛命入をI攻、らす）ための'J.'1.用と収

益との比’政政討の結果であるべきだろう。この比J院検討

は国際貿易の主要商品をカヴァーしなければならない。

貿易の不均衝を泊彼するためには， 1商品の輸入j刊が他

前1W1の輸入1戒を要求するだろうし，また総柏l:HのJt"/)Jllが

必裂となるからである9

輸入制；恨のある場合にはこの比較検討は外氏不足を考

i位した計卸価怖に基づかねばならない。実際には，多く

の不確央lt，とくに交易条件の不服突ゼ，~がつきまとうた

め最適併をうるニとはきわめてむずかしいのである。

2. 国内総供給と総需要のバランス

所得成長の加 1 i大接近は国民総生産（GNP）の成長に

よって測定された，経済の生産能力の推定に辿づいてい

る。セクタ一分析で、は各n'fi1W1の生産はその商品の囲内お

よび海外需要を考忠しながら予測されるo 千i封五百j喪に合

致したセクターの生産予測位の集合体が，はじめの阿民

総生肢の予測怖と矛盾しているか脊かを検討するζとが

必要不可欠である。不一致があれば，その国民総生産：の推

定｛1（（は修.iEされねばならず，そして予測の全過程は繰り

返しのwi段階で修正されねばならないだろう。必要と
ルh.ば，首尾－rt慌が達成されるまで，さらにいっそう
の繰り返しの過程を1li:ねなければならない。もし予測が

物品と師怖の両方の雨からなされるなら，平均価格水Wt
が不変にとどまるように， fill花および小売価格水準の上

昇が他のものの低下で補償されるかどうか調べる必要が

ある。さもないと全般的なインフレないしデフレ応力が

あらわれ，最初に選ばれた挺質師情表示の岡民総L（~底の

成長率は述成されないだろう。｛冊栴変化は需要と供給側

の予測のくいらがいを反映している以上，この下n荘一'i't
{1iのテストは市；主nのものと同様であろう。
3. 貯蓄・投資バランス

投資・i昨事および純資本流入rmのバランスはすでに経
済成長の巨視的モテソレによって設定されている。そこで

特定セクターのくわしい予測結果がえられたら，投資の

予測｛if（と政府ないし民間の資金調迷財源とのバランスを

検討することが必要である。多くの低開発諸国で、は政府

投資が主たる役割合前じている。したがって政府支出と

収入のバランスをはかることが必要である。財概のある

ものは赤字財政の結果でもあるう。しかし，赤字財政は
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経済成長を刺激するために恨武に運用し，同時に過度の

インフレ庄力を避けるようにしなければならない。また

セクター別，地域別，社会クツレープ別に服用と所得のバ

ランスを分析することも有用であろう。

FAOが特に関心をいだいているIHI＠は， i"J梁とその

他経済部内との所得・毘用のパランス，さらに一般的に

いうと，低開発地域と，m発地域との経若年成長のバランス
の問題である。経済成長の単純なモデルから山発し，－国

民所得勘定体系の枠内に進み，捻イ本分析からセクター別，

商品別分析へと数多くのパラン7,をチェックしながら前

進し，国別予測から地域別および世界予測へと前方およ

び後方に移動しながら辛抱づよく鋭り返しの過程令反復

することによってのみ．合即＿(I旬に首尾一貫性をもった予

測値をうることが可能なのである。したがって，国家機

関および国際機関との協力が不可欠となろう。この研究

の主要目的は経済学者・工学者・社会学者のような専門

家のあいだに討論の枠組みを提供するとともに，政府行

政機関ないし民i出金諜のj攻鍛立案者たちに現在の決定が

ひきおこすありうべき将来の帰結はなにかを評何ずる手

段を提供することにある。

付録

国民総生産（GNP）成長モデルの注解

コップ・ググラス関数に基づく成長モデルは次の哀の

経済の三つの型にたいする数m例で説明されている。 ti~

lの型は技・術水車の停滞的な低明発国経辞であり， 1人

当たり所得は抑止的であるが，人口t・tWI加している場合

である。 Z(~2の型は瓜｜！日発であるが発展しつつある経済

である。 u~3の型はヨーロッパ純情共肉体のように拡大

しつつある発展悶経慌て’ある。

去の｛1）～（のはモデルのパラメーターの値を示してい

る。 a• b, k＊の三つのパラメーターは政策立案者に

とって所与のデータである。 aの他は経済構造に依存し

観今の発展段階を通じてゆるやかI・こJff加する0 bの航は

定義によってaと相互補完的であるい＋b-1）。 k＊の

備は現存資本ストックと現布の所得との統計f内計・側から
得られる。二つの｛也のパラメーター（c，α〉は主に住

民の行動様式に依存するが，政策決定によっても棺押さ

れうる。しかし．趨勢悶子cは研究，教育，訓練， mm:
的改普による新技術の普及によってタイム・ラグをとも

なって増加しうる。所得にたいする純投資の比率αは同

内貯蓄と海外からの借款ないし借入能力に直接関辿して

いる。新技術の応用，教育の改善等のためには追加投資が

必要だから，パラメーターc，αは相互補完的である。

料三~＝些E

以上の理由から，停滞的経済ではαは故低値をとり， c

はゼロに近いのにたいして，発民国では趨動因子，cはitfi

純情成長モデJレ（3 AU＆：！）のa距.明
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A

2.5 I 2.5 3.5 

2.0 I 2.0 0.75 

2.0 I 2.2 0.6 

,r 
r ＝，.ぷー 2.0 I 3.0 3.9 

初）GNPi¥"!分に対
する布：与
労働 I =aJ. I 0.6 I 0.9 I 0.4 
資 本｜ーか I 1..-1 I 1.s I 1.4 
趨勢 I =C I o.o I 1.3 I 2.3 
(IUG N P I Y =al+br+c I 2.0 I 4.0 I 4.0 
00 1人部たりGN 11 I I I p Jy’－＝J・－・ρ I  o.o I 2.0 I 3.3 

他の毛デルの特色を｜
71ミすパラメーター｜
の前 ｜ 
M労働生産性の年ll
哨加率 !Jπ ＝y-1 J o.o I 1.s 3.4 
ω限界貿木－i[afl! 11 α ' ' I >1.晶一一 I 2.5 I 1.9 i 3.4 
日比事 !f Y 1 1 I 

〈住〕 ヨップ・タグラユ関数の系（1）は

dY dL ,IC 
・-y－回。－［－＋bーとー＋cdt
Odt・1年次については次の通り。

dY dL dC 
Y= 100－・γ・ 2=100 z；ー r:-.... 100-c「
dC * f de;_ 

= 100・・--- ti* 一 一一一可圃 Y r.-dY 
I Y ¥ dY d!J 

π＝ 100 d( log-l-) = 100 -y--100て

O{fJえばある年から翌年までの変数の他少な刑分
について次の式がえられる。

I国－~ y=ai十br＋日 i+b7+c

戸y-J.=lr~ー ＋c-b九四日 ＿rー＝土
ゐ＇ y y 
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い値をとるとともに貯帯串も向いことになるo

(6）の人口哨加率は外~I：.変数と考えられよう。

(7）は活動労働力の成長率を示しているoこれは主に人

口脇・態に依存するが，政府の完全市i用政策と年！日！労働時

限によって影響されよう。

（め～0~はモデJレの種々の発展段階に対応しており，そ

の数値は計測他・て’ある。 o~. o命は労働生産性の増加率と
限界一資本産出向比率をあらわしている。もし経済成長

が資本帯都だけによゥて評価されれば，説明変数は（4）と

帥であれこれら2変数から経済成・長率（lゆがえられよう。

同様に，もし；経済成長が労働生産性だけで評価されれば

説明変数は（7）と（IZということになろう。

労働，資本および技術の合成効果を基礎にしたモデル

は以上のニつのモデルに比べて一般的にはより適切であ

るといえよう。技術趨勢悶子（c）は経済成長率の予測

にぎわめて軍要な役割を崩ずる。 cの値は過去の越掛か

ら測定できるが，その外掃には相当な判断を要する。そ

れゆえ，まずcと国民総生産（GNP）の二者択一的な推定

値から出発し，それぞれの推定備のもとで詳細な商品予

測を行なったあとで，初めて CとGNPの最終他の選択

が可能となろう。

（アジア経済研究所－民JU!成長淵持宣大間 隔

長谷J.11~長 r}:)
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